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ソ連・アメリカ経済の運輸部門の比較分析＊  

勇  一  長 谷 部  

資本の形成においても運輸部門は重要な位置を  

占めている1）．   

社会的間接資本に含まれるものとして，一般  

には，教育，治山治水，環境衛生，住宅，水道  

事業などがあるが，この定義に最も妥当するの  

が，鉄道，道路，湾港などの運輸施設であっ  

て，歴史的にも，欧米や日本の資本主義発達と  

全国的な鉄道網や道路網の建設とは密接な関係  

を持ってきた．ノ＼－シュマンの定義では，社会  

資本の素材的な性格と所有形態とが混清されて  

しまっているが，社会主義経済においても，そ  

の社会的一般的労働手段としての性格から，直  

接的生産過程を担う生産単位とは区別される，  

より社会性の強い部門として運輸活動を位置づ  

けることが必要である．   

社会的生産における以上のような運輸部門の  

役割を考慮して，本稿では次の2つの視点を中  

心に分析する．第1は，産業間の生産物の取り  

引きの流れを具体的に担う部門としての運輸活  

動に焦点をあてるため，両国の産業連関表を素  

材としながら，運輸部門と他の産業部門との構  

造的関連を分析するというものである．産業連  

関表は，部門間の財貨の取引を中心に示す表で  

あるが，この財貨の取引は，通常，空間的距離  

の移動を通じて行われ，その過程で輸送サービ  

スの投入が行われる．したがって，国民経済の  

生産技術的連関や生産力配置に規定されて，財  

貨の取引の流れと輸送活動には一定の構造的関  

係が存在していることになる．この点に注目し  

つつ，産業連関分析によってソ連とアメリカの  

1 は じめに  

本稿の目的は，日本と比較すると約20倍とい  

う広大な国土をもつアメリカと，そのさらに3  

倍の国土をもつソ連を対象として，それぞれの  

運輸部門をいくつかの視角から分析することに  

ある．国土が広いことから通常の国々より運輸  

の重要性が大きいと考えられる両国が，どのよ  

うに特徴ある運輸活動を行っているのか，また  

そこにはどのような問題点があるのかを検討す  

ることは，資本主義経済体制と社会主義経済体  

制の比較という点からも重要な意味をもってい  

る．   

一般的に，社会的・地域的分業の発展ほ，社  

会形態のいかんを問わず，生産物と労働力の大  

量の輸送を必要とし，鉄道や運河や道路といっ  

た運輸手段は産業および国民生活の重要な基絶  

となる．マルクスは，直接的に労働過程に入り  

込まないが，労働過程を存立させる基盤となっ  

ているものを「一般的労働手段」と呼んだが，  

運輸手段は，これなくしては個別的な生産過程  

はもとより社会的生産が創造・推持できないよ  

うな労働手段という意味で，「社会的一般的労  

働手段」の重要な構成要素になっている．   

また，後進国開発論で弓負調される社会的間接   

普本稿で使用される産業連関表のデータの収集，  
整矧こ関して，一橋大学経済研究所の久保庭真影助  
教授，有田富美子助手からの貴重な協力を受けたこ  
とをここに記して感謝する．また，ソ連の国定フォ  
ンドデータに関しては，北海道大学スラブ研究セン  
ターの提供するSESS（SovietEconomicStatistica  
Series：ソ連経済統計デ」夕べ－ス）を利用した．  
なお，本研究は，昭和62年度科学研究奨助研究（A）  
による研究の一部である．  

1）たとえばHirshman［195軋（林田四郎訳『経  
済発展の戦略』1962年参照．   
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運輸部門の特徴を明らかにする．第2は，運輸  

活動の社会的一般性という点に関連するが，先  

に述べたように運輸部門は産業および国民生活  

に深く係わる墨醸を形成しているので，社会主  

義国においてはもとより，資本主義国において  

も，道路・港湾などの固定基梶設備は政府や地  

方自治体によって投資され，また，鉄道，航  

空，パスなど公営による企業体が多く形成さ  

れ，公的補肋もなされている，したがって，運  

輸部門の分析のためには，それを背後から支え  

る基盤となる道路建設や港湾整備なとの公的資  

本形成（社会資本形成）がとのようになされてい  

るかを検討する必要がある．そこで，本稿でほ，  

公的資本ストッグを含む運輸関係資本ストック  

（固定フォンド）形成という視点からソ連とアメ  

リカの運輸部門の特徴点を明らかにする2）．   

なお，以上の論述からも明らかなように，本  

稿では，産業活動と運輸の係わりを第一に分析  

するた捌こ旅客輸送は明示的には検討されな  

い．また，周知のように国民経済計算方式の相  

違から，旅客輸送については，ソ連では運輸生  

産のなかにこれを含まず，アメリカではこれを  

含むというように取り扱いが異なるが，ここで  

は調整をしていない3）．以下，2では，ソ連と  

アメリカの運輸事情の概略を検討■する．3で  

は，運輸部門に関して産業連関分析を適用する  

ための方法的問題について触れる．4では，ソ  

連に関しては1959，66，72，77年の4枚の連関  

表，アメリカに関しては，1947，58，63，67，  

72，77，81年の7枚の連関表をもとに，ソ連，  

アメリカともに15部門分類のレベルにそれらを  

統合して，運輸部門に関するそれぞれの特徴を  

時系列的に明らかにする．5では，ソ連につい  

ては固定フォンド統計，アメリカについては民  

間資本ストッグ統計と公共投資統計により運輸  

関係の社会資本ストック形成を分析し，ストッ   

グの側面から両国の特徴を検討する．  

2 ソ連とアメリカの運輸部門   

（り ソ連の運輸部門   

ソ連では，個人所有の自動車を例外に，すべ  

ての運輸手段は社会的に所有されており，鉄  

道，海運，河川，自動車，航空，パイプライン  

の各運輸手動ま，相互に依存し合っていて，  

「単一運輸システム」と呼ばれている．ソ連の  

国土は，ユーラシア大陸の西から東の果てまで  

の1万加叔上にまたがり，西端と東端でわずか  

に海洋に接するが，北辺は氷結した海であり，  

両辺ほわずか一部が黒海に向かって開かれてい  

るだけである．また，河川運輸も多数の大河川  

を利用して発達しているものの，冬季の氷結の  

ため年間を通じての利用はできない．このため，  

ソ連の運輸体系では，必然的に陸上輸送が主力  

となり，なかでも鉄道輸送が重視されている．   

ソ連の運輸事情を知る上で今後にわたって軍  

要な問題は，生産力（資源）配置の特殊性とい  

う点である．ソ連では，全人口の75％，工業・  

農業の総生産高の約80％，全生産固定フォンド  

の約80はウラル山脈以西のソ連・ヨーロッパ部  

に集中しているのに対し，燃料・エネルギー資  

源の約90％はウラル山脈以東のシベリア・東部  

地域に集中している．ヨーロッパ部では，原燃  

料生産がすでにピークを過ぎ，資源は枯渇しつ  

つあり，石油・天然ガス・石炭をはじめとする  

重要資源の生産中心地は，東部地域，中央アジ  

アに急速にシフトしている．このため，生産中  

心地から消費中心地へ向けての主要原燃料の長  

距離・大量輸送が重要な問題となっている．   

輸送機関別の貨物輸送量の歴史的推移を1928  

年から現在まで示したのが表1である．輸送量  

の合計は，第2次大戦以降70年代前半までは一  

貫して10％前後の高い伸びを示しているのに対  

し，70年代後半以降，特に1979年，82年，85年  

と停滞しており，最近5カ年の平均伸び率は，  

3％弱に落込んでいる（表2，表3，図1，図  

2）．輸送機関ごとにみると，鉄道は，1975年  

まで順調に伸びてきたが，それ以降現在にいた   

2）日本の運輸部門に産業連関分析を適用したも  
のとしては，佐波［1968〕7睾を参凰   

3）アメリカの場合，運輸支出に占める旅客部門  
と貨物部門の割合は8：5であるが，旅客輸送のうち  
80％は，いわゆる自家輸送であり，それを除けば1  
：4の割合となる．  
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表1 ソ連の輸送機関別貨物輸送量  

1）トンキロとは，輸送貨物量（トン）×輸送距離（キロ）である．  

2）海運には，輸出入貨物を含む．  
3）パイプラインは，石油と天然ガスの合計である．  
4）国民所得（生産）は，1973年価格にもとづく実質表示（10放ルーブル）である．  
5）輸送量／国民所得は，貨物輸送量を実質閏民総生産で割ったものを示す．  
［出所〕国民所得の系列は，田畑［1987］で，その他は「ソ連国民経済統計集（1985）」である．  

表2 輸送検閲別貨物輸送量構成比（ソ連）  

】合 計鉄 道L自 動車  内航水運パイプライン国内航空   
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表3 年平均貨物輸送伸び率（ソ連）  

るまで極端な停滞を示しており，全体の輸送量  

の停滞の大きな原因となっている．全体に占め  

る鉄道輸送の分担率は，1940年の85％を最高  

に，55年以降減少し始め，現在では，48％程度  

％であるが，それでも輸送全体の約半分を担っ  

ているわけで，1985年の輸送量3兆718億t・  

血というのほ，84年のアメリカの貨物輸送量  

（1兆も976億t・血）の約2．5倍であり，鉄道  

の重要性ほ依然として高いといえよう．内航水  

運は，戦前は鉄道につく－輸送機関であり，シェ  

アも約20％程であったが，1970年ごろから輸送  

量の伸びが停滞している．1960年ごろより本格  

的に始まったパイプライン輸送は，鉄道と内航  

水運に代り石油と天然ガスの輸送に大きな役割  

を発押してきたが，80年代に入ってからやや伸  

びがおちてきている．自動車輸送は，戦後一貫  

して順調に伸びているが，全体に占めるシェア  

は，6％前後であり，自動車輸送への転換が西  

側資本主義国と比べて大きく遅れていることが  

分かる．  

図1輸送機関別貨物輸送量  

ソ連1928－1985  

29 32 37 40 4550 55 6065 7075 76 77 78 79 808182 838485  

単位：100億トンキロ  

田鉄道 国自動車 圏内航水運 国パイプライン因国内航空   
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図2 輸送機関別貨物輸送機成比  

ソ連1928－1985  

28 32 37 40 45 50 55 60 65 70 75 76 77 78 79 80 8182 83 84 85  

田鉄道 出自動草 田内航水運 閻パイプライン   

る関係も意味するが，逆に生産を上げるには輸  

送能力を高める必要があることも示しており，  

実際1980年代に入ってからは，特に，鉄道運輸  

が不振で，79年と82年には，伸び率がマイナス  

を記録し，経済活動に否定的な影響を及ぼし  

た．この原因としては，輸送需要が減少したと  

ソ連の経済成長と運輸活動は，密接な相関関  

係をもっている．生産国民所得と貨物輸送量合  

計の比率をとると，1ルーブルの生産のた捌こ  

約14トンキロの輸送が必要であるという関係は  

1960年より安定している（図3）．これは，生  

産国民所得が停滞すれば，貨物輸送量も停滞す  

図3生産国民所得と貨物輸送量の推移  
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一生産国民所得  ……貨物輸送量  
（10億ルーブル）   （10億トンキロ）   
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いうことではなく，機関車，貨車，線路設備が  

限界状態にあり，またかなりの老朽化が目立つ  

こと，保守の設備と体制が劣悪であることなと  

が指摘されており，輸送の供給能力が不足して  

いることが決定的である．  

（2）アメリカの運輸部門   

アメリカでは，20世紀初頭には全国的鉄道網  

が完成し，はやくも1910年代よりモータリゼー  

ション化（自動車の大量生産と道路の自動車道  

路化）が始まった．第2次大戦以降，政府の積  

極的道路政策によって，州際幹線高速道路の建  

設が進み， モータリゼーションが急速に進ん  

だ．この過程は，公共交通の供給能力が不足し  

ていることが決定的である．  

1940年代以降の貨物輸送量をみてみると（表  

4），全体の伸びは，45年から60年ころまでは  

停滞したが，60年代から70年代にかけてほ経済  

成長とともに順調に上昇した（図4）．80年代  

に入ってからは，伸び率がマイナスになるなと  

再び停滞しているが，これは経済の成熟化にと  

もないサービス産業やエレクトロニクスなどの  
いわゆる「軽薄短小型」の産業の比重が増し，  

従来の鉄鋼産業のような大量の輸送需要が少な  

くなったことを原因としており，この傾向は日  

本でもぁられる（図5）．現在進行している運輸  

業における「規制緩和」は，このような輸送需  

要の飽和化を背景として，市場に機敏に対応す  

べく規制を緩和して，競争により活力を見出そ  

うとするものであるといってよいだろう．   

輸送機関別にみてみると（図6），1970年代半  

ばまでは，鉄道の輸送量の伸びは停滞し，その  

分担率も一貫して減少しており，1945年の69％  

から75年にほ37％になった．しかし，70年代後  

半以降は，鉄道輸送量が上昇し，分担率はほぼ  

75年の水準で一定になってきている．これは，  

石油ショッグ以後，アメリカでは石炭生産が増  

加し，その輸送を担う鉄道輸送が回復したから  

である．自動車とパイプラインは，1940年以降  

アメリカの輸送機関別貨物輸送量  表イ  
（単位10臆トンマイル）  

国内航空【国民総生産順驚望）  

1）トンマイルとは，輸送貨物量（トン）×輸送距離（マイル）である．  

2）パイプラインは，石油／くイプラインである．  
3）国民総生産は，1980年価格にもとづく実質表示（10憶ドル）である．  
4）輸送量／国民総生産は，貨物輸送量を実質国民総生産で削ったものを示す．  
［出所〕国民総生産は，gC∂〝ク∽ブc彪少∂rJ〆タカβアγβSgdβ乃才，1986で，それ以外は∴餌血故山A抽ねdげ  

～ゐβぴ．S，1956，1986   
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図」 輸送機関別貨物輸送量  
アメリカ 1940－1984  

1940 45 50 55 60 65 70 75 76 77 78 79 80 81 82 83 と；4  

単位：100億トンマイル  
臼鉄道 国自動車 田内航水運 閻パイプライン国国内航空  

図5 輸送機問別貨物輸送量  

日本1950－1984  

195055 60 65 70 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84  

10億トンキロ  
臣】内航水運田園内航空  
『運輸経済統計要覧』昭和61年版  

ている．国内航空は，全体に占める割合は′J、さ  

いものの，戦後一貫して輸送量を高い割合で伸  

しており，特に80年代に入ってからは，他の輸  

送機関がすべて停滞してるなかで，年平均8％  

の伸びを示しているが，これは，航空分野にお   

単位：  

l詔鉄道 国自動車  

〔出所〕運輸省運輸政策局  

ほぼ順調に輸送量をふやし，分担率を9％か  

ら，24％程度に上げたが，双方とも1975年以降  

全体に占めるシェアは余り変化がない．内航水  

運は，全体の輸送量の動向とほぼ一致した傾向  

を示しており，分担率も戦後16％前後で安定し  
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表5 輸送校閲別貨物輸送量構成比（アメリカ）  

図‘ 輸送機関別貨物輸送構成比  
アメリカ 1940－1984  

田鉄道 因自動車 田内航水運匠パイプライン  

ける規制がほぼ完全に撤廃され，新規参入と運  

賃の自由化が行われたことが大きな原因である  

といえよう（表6）．   

アメリカの国民総生産と貨物輸送量の関係を  

みてみると，一定の相関はあるものの，傾向的  

には，国民総生産伸びに比べて，貨物輸送量の  

伸びが小さくなっている（図7）．これは，国  

民総生産1ドル当りの貨物輸送量が，1950年の  

0▲9トンマイルだったのが，最近では0．7トンマ  

イルに低下していることからも明らかである．   

以上，ソ連とアメリカの運輸事情の概略をみ  

てきたが，いずれの国も広大な国土を結ぷ運輸  

システムとして鉄道を位置づけられているこ  

と，最近10年は輸送機関別の分担率が安定して   
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表6 年平均貨物輸送伸び率（アメリカ）   

図7 実質国民総生産と貨物輸送量の推移  

1940 45 50 55 60 65 70 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84  

一国民総生産：100債ドル  t…‥貨物輸送：100債トンマイル  

いること，貨物輸送量は全体としては80年代に  

入って停滞していることなどが共通点として指  

摘されうる．次に，このように形成されている  

両国の運輸部門が，他の産業とどのように連関  

しているかを産業連関表により分析しよう．  

3．ソ連，アメリカの産業連関表と運輸部  

門の取扱い  

本節では，分析に用いるソ連とアメリカの産  

業連関表の特徴と部門分類について説明する  

が，産業連関表における運輸部門は他の産業と  

異なり独自の扱い方がなされるので，予めその  

点にふれておく．  

（り 運輸部門の取り救い   

産業連関表は，周知のように，ある期間に行  

われた財貨の部門間取り引きを示す表である  

が，その取り引き額の価格評価の仕方に応じ  

て，「購入者価格表示」と「生産者価格表示」  

の2種類ある．購入者価格表示でほ，生産物の  

取り引き額の他に流通にかかった運輸コストと  

商業マージン（併せて流通費用ともいう）を含  

めるのに対し，生産者価格表示では，この流通  

費用を除いた出荷地の価格で評価する．   

通常の産業部門と異なり，運輸部門（あるい  

は商業部門）の分析の際には，どちらの方式を  

とるかで行方向（販路構成）の計上の仕方が根  

本的に異なってくるので注意を要する．生産者   
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表7 運輸部門の計上方法  

Ⅰ，J：内生部門  
Ⅹij（tl）  

→J部門  F：最終需要部門  

Ⅹij，Ⅹif：Ⅰ部門からJ部門，  

F部門への販売額  

tl，t2：Ⅹij，Ⅹifの輸送コスト  

Ⅹif（t2）  

①生産者価格表示  ②購入者価格表示その1  ③購入者価格表示その2  

IJ F  I J F （控除）  I I J  F  

Ⅹij十tlXif＋t2－（tl十t2） Ⅰ  Ⅹij＋tl X汀十t2  Ⅹij Xif I  

tl t2   T  （tl十t2）  0  0  

価格表では，商業と運輸を除く各産業の取り引  

きは，流通費用を除いた額で記入され，その取  

り引きにともなって支出された商業マージン・  
貨物運賃は，その部門が商業・運輸部門から購  

入した商業サービスや運輸サービスの額と考  
え，商業・運輸部門の行との交点に計上され  

る．（表7の①）この場合，商業・運輸部門の  

行に計上される各産業への商業サービス・運輸  
サービスの販売高は，各産業が各種の財貨の購  

入に際して付加されてきた商業マージンや貨物  
運賃の合計となる．これに対し，購入者価格表  

では，通常の取り引きに，すでに商業マージン  

・貨物運賃込みの価格で評価されているので，  

この流通費用をとのように扱うかで2つの方法  

がある．1つは，2重訂算を防ぐ意味から，こ  

の部分を商業・運輸部門には表示しないやり方  
で，日本の購入者価格表示の方法である（表7  

の①）4）．もう1つは，財貨の購入ではなく，販  

売に際して付加される流通費用をその部門の商  
業・運輸部門への支出として計上する方法であ  
って，後にみるソ連で採用されている方法であ  

る（表7の③）．これによれば，流通費用が2  

軍計算されるものの，運輸部門の活動を各生産  

物の輸送量別に把撞できるというメリットを有   

することになる．   

また，このような運輸コストの計上の仕方の  

相遥から，運輸部門の投入係数の意味も異なっ  

てくる．いずれの場合でも，各部門における運  

輸の投入係数は，1単位の生産をするのに必要  

な運輸コストの額と定義されるが，生産者価格  

表示の場合，その運輸コストは各部門が生産を  

行うにあたって購入した原材料の運輸に要した  
コストを意味する．それに対し，購入者価格表  

示では，各部門が生産した生産物を他の部門に  

販売するのに要した運輸コストを意味すること  
になる5）．   

本稿では，アメリカでは購入者価格表が作成  

されていないこと，また，産業部門の活動が運  

輸におよぽす影響を投入面からとりあげること  
のため，生産者価格表をもとに分析する．さら  

に，時系列的な分析のた捌二は実質価格表が望  

ましいが，ソ連・アメリカとも作成されていな  

いので，用いられる衷は名目価格表示である．  

（2）ソ連の産業連関表6）   

ソ連では，1959年，66年，72年，77年，82年   

5）いずれのケースにおいてむ運愉部門の投入係  
数には，おのおのの商品の輸送距離の変化（地域間  
の交易構造の変化）も反映されることになる．詳し  
くは，山田［1968］象吼   

6）ソ連の産業連関表の沿革については，久保庭  
［1985b〕を参貝軋   

4）日本の場合，貨物輸送コストが控除されるが，  
旅客輸送コスト（定期乗車券など）は計上される．  
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表8 ソ連産業逓瀾表の部門対応表  

を対象とした産業連関表が作成されているが，  

59年，66年，72年表はいずれも一部非公表であ  

り，77年，82年表にいたっては，全てが非公表  

である．このため，ソ連の産業連関表の推計作  

業が，アメリカのトレムルを中心に精力的に進  

められており，59年，66年，72年表については  

一部非公表の部門の推計を加えたほか，購入者  

価格表から生産者価格表を導出する作業も行っ  
ている．さらに，まったく公表されていない77  

年表についても16部門レぺルの産業連関表を，  

72年推計表をペースにして試論的に推計してい  

る7）．本稿では，これらの推計表をもとに，棄  

8にもとづいて15部門レベルの表に統合して分  

析する（各年の原衷の部門名は付表1参照）．   

次に，ソ連産業連関表の特性について簡単に  

説明しよう．第1は，ソ連では一貫して，マル  

クス生産的労働論のソ連的解釈にもとづいて，  

MPS（SystemofMaterialproductBalances：  

物的生産物勘定体系）によって作成されてい  

る．このもとでは，非物的サービス部門は付加  

価値形成にはいらず，連関襲の内生部門から排  

除され，最終需要部門と付加価値部門に位置付  

けられることになる．さらに，ソ連では，物的  

部門に入る運輸は貨物運輸だけで，通信も「生   

産に奉仕する部分」のみとされている．また，  

建設部門の生産物は補修も含めてすべて最終需  

要部門（投資列部門）に入れられるので，中間  

取り引きはゼロになる．第2は，第1象限と第  

2象限の各行の取り引き額には，国産品の取り  

引き額と輸入品の取り引き額の合計値が計上さ  

れており，競争輸入方式になっている．第3  

に，トレムルグループの生産者価格表の推計で  

は，流通費用だけでなく，取り引き税部分も控  

除する方法を採用しており，国連のいわゆる基  

本価格表示に近くなっているといえる．  

（5）アメリカの産業連関表8）   

アメリカにおける産業連関表は，まず，レオ  
ンチェフによって1919年を対象にしたものが，  

1936年に公表された．1941年には，1919年表，  

29年襲を含む『アメリカ経済の構造』が出版さ  

れるとともに，その手法が労働統計局に認めら  

れ，以降は同省の援助で，1939年表，1947年表  

が作成された．その後，作成機関が商務省に移  

り，1958年表，63年表，67年表，72年表，77年  

衷，81年表が作成されたg）．これらの表は，そ   

8）アメリカの産業連関表の沿革については，久  
保庭・長谷部・艮永［1986〕を参照   

9）Evans and Hoffenberge［1952〕，Goldman  
et al．［1964］，NationalEconomic Division Staff  
［1965コ，［1969〕，InteriIldustrY Ecol10mic Division  
〔1974〕，Rits［1979〕，Rits et al．［1979コ，Interin－  
dustry Economic工）ivision［1984］，［1987コ，   

7）Gallik et al．〔1975〕，Tremletal．〔1977〕，  
Galliket al．［1983］，Gallik et al．［1984］．  
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の特徴により次の3つのグループにわけること  

ができる．①1919～47年表：家計部門や外国部  

門が内生化された「閉鎖体系」にもとずいた表  

として作成される．①1958～67年表：国民所得  

統計との整合性をもった産業連関表が作成され  

るようになり，「開いた体系」による表形式に  

改定され，付加価値部門と最終需要部門が外生  

化される．③1972～81年表：新SNA形式にも  

とずく産業連関表へと改定され，商品×産業表  

と産業×商品表が基本表として公表される．   

47年表を除く①の時期の表は，産業間の取引  

は運賃コストを除いて計上するが，そのコスト  

はそれを生産した部門が支払うという変則的な  

生産者価格表示になっているので，本稿では，  

部分的にしか利用していない．また，③の時期  

の連関表では，商品×商品表が公表されていな  

いので久保虞氏による変換を利用している10〕．  

さらに，81年表は公表されたばかりで商品×商  

品表に変換する作業が問にあわなかったので，  

公費されている商品×産業表を部分的に利用し  

た．   

いずれも先と同様に15部門分類に統合した  

が，部門分類をソ連側にあわせたため，いくつ  

かの点で不整合が生じている．47年表について  

は，石炭・石油と電力が分離されていないの  

で，燃料部門と電力部門がフィットしていな  

い．また，全体の表について言えば，いわゆる  

サービス部門の取り扱いの相違により，アメリ  

カの表では，サービス部門を含む「その他の部  

門」の比重が大きく，金属スクラップ・出版と  

いうような物的部門に限られているソ連の表と  

は，その性格が大きく異なってくることに注意  

する必要がある．   

なお，ソ連では運輸と通信部門を切り離すこ  

とが統計的に不可能であるし，通信部門の比重  

も運輸部門に比べて小さいので（10％【12％），  

通信部門を含んでいるが，アメリカの場合，通  

信部門の比重が近年ますます大きくなっている  

ので，それを「その他の部門」に計上し，運輸  

表9 アメリカ産業連関表の部門対応表  

部門を独立させている．各年の表との部門統合  

は，表9のとおりである（各年の原表の部門名  

は付表2参照）．  

4．産業連関表からみたソ連とアメリカの  

運輸部門   

（リ ソ連の運輸部門   

①産業別総生産節   

度業連関表の総生産額は，中間財取り引きを  

含むものであり，ソ連の統計ではいうところの  

社会的総生産物に対応する．産業部門別の総生  

産額をみたのが，表10である．これによれば，  

運輸部門の構成比は，1959年以来，約4％の水  

準で安定していることが分かる．そのほかの部  

門では，農業の比率が大きく低下するとともに  

機械製作部門がその分上昇している点が目立  
つ．他の部門は大きな変化はないが，電力，化  

学が緩やかな上昇を示し，木材・製紙，織物・  

衣服が低下傾向を示している（図8）．伸び率  

という点からみると，運輸部門は麒業と並んで  

傾向的に低下しており，全体的にも72年から77  

年にかけては低下している．   

①産業別粗付加価値額   
次に，粗付加価値額（国民所得）の産業別推  

移をみたのが表11である．運輸部門は付加価値  

の構成比，総生産額より2～3％上昇し，時系  

列的には，′J、幅ではあるが淑をうった形になっ   

10）Kuboniwa［1986〕．そこでは，産業技術仮説  
にもとづいて商品×商品表が転換されている．  
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表10 国内総生産項（ソ連）  
（単位1（の万ルーブル）  

19 7 7  195911966】1972  
冶  金  
燃  料  
電  力  
機 械 製 作  
化  
木 材・製 紙  
建設資材ガラス  
織 物・衣 服  
食  品  
そ の他工業  
建  
漁  業  
運  輸  
商  業  
そ の他部門  

50，987  

33，057  

17，196  

148，730  

38，528  

25，781  

22，600  

90，241  

128，354  

22，997  

96，084  

142，490  

41，100  

33，200   

5，820  

20，632  

10，402  

6，065  

54，388  

13，988  

12，627  

10，295  

44，030  

60，794  

12，115  

43，312  

80，067  

19，080  

15，700  

3，468  

41，519  

25，518  

13，424  

111，398  

28，983  

22，518  

18，487  

78，126  

104，505  

12，872  

77，306  

112，718  

29，530  

25，285   

3，93（；  

12，165  

7，905  

3，219  

23，912  

6，351  

9，706  

5，843  

28，455  

35，338  

7，002  

29，181  

49，054  

11，290  

11，200  

2，948  

406，叫 7略画 947・393  計】243，569弓  

図8 ソ連の国内総生産額構成比  

‾‾－叫・「▲－－－へ・－・－・ 
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195L9  1966 1972  

一運輸…・・燃料・＝機械製作－一建設－・－農業  

1977  

①投入係数と総投入係数（逆行列係数）   

表12は，各年の投入係数表から運輸部門の行  

と列をとりだして，比較したものである．行か  

らとりだしてきたものが，「運輸部門からの投  

入係数」である．各産業の生産活動のために購  

入した原材料にかかる貨物輸送費の合計額が，  

その産業の生産1単位当り幾らになるかを示  

す．また，列からとりだしたのが，「運輸部門   

ている（図9）．付加価値構成比においても，  

農業部門の大幅な低下と機械製作部門の上昇は  

確認されるが，総生産構成比ほどでほない．そ  

の他の部門では，冶金，化学が上昇傾向を示  

し，織物・衣服，食品が低下傾向を示してお  

り，全体的には，いわゆる重工業部門が70年代  

までは，着実にその比軍を高めていたことが分  

かる．  
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表11租付加価値額（ソ連）                     （胆位100方ルーブル）  

19 5919 6 6  

冶  金  
燃  料  
電  力  
機 械 製 作  
化  学  
木 材・梨婁 紙  
建設資材ガラス  
織 物・衣 服  
食  日日  
そ の他工業  
建  設  
農  業  
運  輸  
商  業  
そ の他部門  

14，234  

13，179  

7，716  

47，899  

10，049  

9，958  

8，986  

19，167  

13，094  

5，545  

39，231  

68，046  

25，025  

22，016  

2，922  

18，094  

15，410  

8，793  

64，349  

15，420  

10，665  

10，406  

17，560  

18，282  

10，231  

49，004  

83，627  

32，184  

29，145  

4，448  

ム   計L121・228l刀7・叫 3帆叫 437，846  

図9 ソ連の粗付加価値構成比  

1966 1972  

一運輸・・…鮪料 …機械製作－一連設－・一産業  

1977  

る．途中の斜線までが投入係数であり，全体の  

長さが総投入係数をしめす．   

「運輸部門からの投入係数」をより細かくみ  
ると，各年の表に共通した特徴として，運輸活  

動に大きく係わる部門とそうでない部門に分れ  
ていることがわかる．運輸活動からの投入が大  

きいのは，燃料，電力，化学，木材・製紙，建  

設であり，それが少ないのは，織物・衣服，食   

への投入係数」であり，これは，通常の投入係  

数と同じ意味で，運輸部門の活動に必要な原材  

料の購入額を示す．また表13は，同じようにし  

て逆行列衰の行と列から取り出したもので，投  

入係数が直接に必要な額だったのに対し，今度  

は，間接的な波及効果も含めた李捌こなってく  

る．図10は，以上の2つを合成して，1959年か  

ら77年までの推移を棒グラフにしたものであ  



第94号  

運輸部門への投入係数  運輸部門からの投入係数  ソ  連  

部 門 名   19591966197211977  19 5 919 6 619 7 219 77  

冶  金  
燃  料  
電  力  
機 械 製 作  
化  
木 材・製 紙  
建設資材ガラス  
織 物・衣 ノ眼  
食  品  
そ の他工業  
建  設  
農  業  
運  輸  
面  業  
そ の他部門  

運輸部門への総投入係数  運輸部門からの総投入係数  

部 門 名   19 5 9119 6 6119 7 219 7 7  19 59 岳19 6 619 7 2ト19 77  

冶  金  
燃  料  
電  力  
機 械 製 作  
化  
木 材・製 紙  
建設資材ガラス  
織 物・衣 服  
食  品  
そ の他工業  
建  設  
農  業  
運  輸  
商  業  
そ の他部門  

0．026  

0．110  

0．036  

0．067  

0．045  

0．014  

0．003  

0．019  

0．005  

0．002  

0．000  

0．007  

1．045  

0．008  

0．001  

天然ガスなどの生産地が中央アジアから東部シ  

ベリアヘと移りつつあるので，この道輸コスト  

の上昇傾向は今後も続くであろう．次に，「運  

輸部門からの総投入係数」であるが，全体的に  

みると，冶金，金属製作，化学，織物・衣服，  

食品部門の総投入係数は，投入係数と比較する  

と相対的に大きくなっており，これらの部門が  

他の産業への生産波及効果が高く，同時に輸送  

需要も高いことを示している．59年から，77年   

品，農業，商業，その他となっている．これよ  

り，輸送需要は軽工業部門より重工業部門の生  

産活動により密接に関連していることになる．  

59年から77年までの推移をみてみると，冶金，  

化学，運輸，商業がその投入係数を低下させて  

おり，単位当りの生産を行うのに必要な原材料  

の輸送コストを減少させている．逆にそれを上  

昇させているのが，燃料，その他工業，その他  

の部門である．燃料に関しては，石油，石炭，  
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図10 ソ 連  

ソ連・アメリカ経済の運輸部門の比喉分析  

運輸部門からの投入  
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図11中間投入比率と中間帯要比率  

ソ連1977  

中
間
需
要
比
率
 
 

0．5   

中間投入比率  

までの推移をみると，部門別の変動傾向は投入  

係数のそれとほぼ同じであるが，機械製作と農  

業の総投入係数が傾向的に上昇している点が注  

目される．   

「運輸部門への投入係数」の全体的な構造  

は，輸送機械を製作する「機械製作」部門や，  

その燃料を供給する「電力」「燃料」「化学」部  

門の投入が他の部門と比ぺて圧倒的に大きくな  

っている。59年から77年までの推移をみると，  

燃料部門が大きく変動しており，66年，72年に  

59年の水準の半分以下に低下したが，77年に再  

びもとの水準の近くまで上昇した．72年までの  

低下の原因としては，鉄道が蒸気機関から電気  

機関化されていること，鉄道や内航水運に代っ  

て燃料消費の少ないパイプライン輸送の割合が  

増加したことなとが考えられる．72年から77年  

かけて燃料部門の割合が急増しているが，これ  

は，石油価格の上昇の影響があると考えられ  

る．電力部門の投入係数は，鉄道の電化が進む  

につれて上昇しているが，他の部門は，だいた  

いにおいて低下傾向を示している．「運輸部門  

への総投入係数」については，全体の構造，変  

動傾向ともに投入係数のそれとほぼ同じであ  

る．  

（む運輸部門の構造的位置   

次に各産業部門間のなかに占める運輸部門の  

位置をみるために，中間投入・中間需要比率と，  

影響力係数・感応度係数（Rasmussen係数）に  

ついてみてみよう．   

図11は，1977年表にもとづいて計算した各産  

業部門別の中間需要比率と中間投入比率をプロ  

ットしたものである．それぞれ0．5を基準に比  

率の大′J、関係をあるために4つの象限に分けて  

ある．一般に，中間投入比率が大きい産業は，  

生産費用に占める中間原材料費の割合が高く製  

造業型とよばれ，小さい産業は基礎産業型とよ  

ばれる，また，中間需要比率の大きい産業ほ，  

原材料として販売される割合が高く中間財産業  

とよばれ，それの小さい産業ほ最終財産業とよ  

ばれる．これにしたがい，第Ⅰ象限に入る産業  

は「中間財製造業型」，第Ⅰ象限ほ「中間財基  

礎産業型」，第Ⅱ象限は「最終財基礎産業型」，  

第Ⅳ象限は「最終財製造業型」と特徴付けられ  

る．これによれば，ソ連の運輸産業の中間投入  

・中間需要比率はどちらも0．8程度であり典型  

的な「中間財基礎産業型」であることがわか   
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図12 ソ連の中間投入・中間需要比率  
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阻】3 影響力係数と感応度係数  

ソ連1977  

感
応
度
係
数
 
 

る．これは，経常費用に比べて資本設備費や賃  

金の割合が高く，その販路は貨物運輸に限られ  

ていることもあってその大部分が中間財の取引  

の輸送に係わっていることを示している．つぎ  

に，59年から77年にわたる推移をみてみよう．  

図12より，1977年を除くと運輸部門の中間投入  

比率は低下し，中間需要比率は上昇してきた傾  

向のあることが分かる．中間投入比率の低下  

は，付加価値率の上昇に対応し，賃金，利潤，  

減価償却などが増加したことを意味する．77年  

に中間投入比率が，一転上昇したのは，先にみ  

たような燃料コストの上昇によるものと考えら   
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図14 影響力係数と感応度係数  
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は，59年から72年まで低下し，77年にやや回復  

している．この回復の主な原因は77年に燃料部  

門に対する需要が金額値では大きく増えたこと  
にあると考えられる．感応度係数も，59年から  

66年にかけては一定しているものの，72年にか  

けて大きく低下し，77年にやや回復している．  

（2）アメリカの運輸部門   

①産業別総生産額   
表14が，アメリカの国内総生産額の1947年か  

ら81年までの推移をみたものである．これによ  

れば，運輸部門は，58年に4．7％から3．8％に  

構成比を低下させたが，以降ほ，ほぼ3．5％前  

後の水準を保っており，この点では構成の大き  

さと傾向がソ連の場合と類似している（図15）．  

そのほかの産業では，通信業，金融・保険，政  

府などから構成される「その他の部門」が，着  

実に比重を上昇させているのが分かる．また，  

オイルショッグ以降，燃料部門の構成比が急激  

に上昇していることも注目される．逆に構成比  

を‾Fげているのが，冶金，織物・衣服，食札  

農業であり仁機械製作も67年を墳に低下してい  

る．   

全体の構成を1977年をもとに比較してみる  

と，統計方法の相違もあるが，ソ連では冶金，   

れる．運輸部門の中間需要比率の上昇は，還送  

される財貨のうち，最終財の割合が減り，中間  

財の割合が増えて行くことを意味し，ここから  

も最終財の割合の多い軽工業品の輸送の割合の  

低下が影響していることがよぁとれる．   

囲13は1977年表の各産業部門の影響力係数と  

感応度係数をプロットしたものである．影響力  

係数とは，ある部門に対する1単位の最終需要  

が産業全体に及ぼす生産波及の大きさが，各部  

門の平均値より大か小かを示したものであり，  

感応度係数とは，すべての部門に1単位の最終  

需要があったと仮定した場合，ある部門のうけ  

る生産の波及の度合いが，各部門の平均値より  

大か小かを示したものである．いずれの比率も  

1より大きいか，小さいかで判断されるので，  

先と同様に1を基準にして4つの象限に分けて  

考えることができる．すると，ソ連の運輸部門  

は第Ⅱ象限に入っており，他産業への影響力は  

小さいが，他産業からの影響度ほ大きいことが  

わかる．このことは，具体的にほ先の「総投入  

係数」の分析でもふれたように，特に冶金，燃  

料，機械製作などの重工業部門からの影響を大  

きく受けることを示している．次に，その推移  

を図14によりながらみてみると，影響力係数  
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表14 国内総生産領（アメリカ）  

－33－  

（単位1（町方ドル）  

1974  19581963 L 1967197211977】1981  
冶  金  
燃  料  
電  力  
機 械 製 作  
化  
木 材・製 紙  
建設資材ガラス  
織 物・衣 服  
食  品  
そ の他工業  
建  設  
農  業  
運  輸  
商  業  
その他部門  

62，739  

52，836  

58，386  

272，146  

77，236  

60，557  

23，929  

64，829  

129，852  

34，973  

166，004  

81，270  

76，625  

218，242  

722，865   

111，123   

156，292   

122，462   

480，448   

160，321  

10（∋，447   

39，713   

93，967   

205，681   

59，728   

264，336   

125，872  

128，272   

386，180  

1，223，376   

161，512   

406，258   

202，425   

694，867   

226，958   

146，851   

53，560   

120，674   

282，927  

121，574   

409，092   

195，439  

196，645   

604，746  

2，012，872  

18，109   

9，198   

1，745  

52，950  

29，691  

15，983   

4，701  

26，447  

51，464  

11，054  

28，704  

43，573  

21，723  

41，657  

107，291  

30，878  

30，075  

20，253  

110，702  

31，391  

26，429  

11，210  

33，499  

69，934  

22，622  

69，291  

51，954  

33，290  

95，250  

239，494  

39，992  

34，956  

29，555  

158，349  

44，092  

33，146  

14，229  

41，559  

80．417  

29，394  

85，313  

56，650  

38，198  

120，613  

321，953  

52，852  

43，073  

37，176  

221，235  

59，83官  

41，99（；  

16，799  

51，905  

96，035  

41，683  

103，280  

62，768  

51，462  

163，365  

454，777  

計1464・290l876，272】1・128・416ト，4汎044L2，102・489l3・664，21再臥396  

図】5 アメリカの国内総生産額構成比  

10％  

1947  1958  1963  1967  1972  1977  19鋸  

一運輸 州燃料・・機械製作－－その他部門  

機械製作，食品，農業をはじめとした第1次，  

第2次産業の比率がかなり高く，サービスを中  

心とする「その他の部門」，商業，燃料部門の  

比重はアメリカの方が高くなっている．   

①産業別粗付加価値額   

次に，表15によりながら粗付加価値の産業別  

動向をみてみると，運輸部門は傾向的にその構  

成比を低下させていることがはっきり読みとれ  

る．「その他の部門」は，付加価値の側面から  

も着実に上昇しており，その伸び率は総生産レ  

ベルよりも高く81年には47％と，付加価値全体  

の約半分を占めるにいたっている（図16）．それ  

以外の部門は，燃料部門を除いて，比重はほぼ  

一定かあるいほ下げており，その傾向は総生産  

レベルと同じである．また，ソ連の付加価値の  

構成との上ヒ較も，アメリカの運輸部門が比率を  

下げている他は総生産レベルと同様である．   

③投入係数と総投入係数（逆行列係数）   

「運輸部門からの投入係数」について表16に  

よりながらみると，全体的な構造はソ連のよう   
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（単位108万ドル）  
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表】5 粗付加価値額（アメリカ）  

19741958 L1963】1967 L197211977 L1981  
36，675  

55，665  

53，689  

199，053  

57，331  

40，428  

18，837  

32，120  

57，512  

27，890  

111，613  

48，210  

72，095  

275，981  

887，002   

51，872  

165，247   

68，319   

285，650   

71，186   

51，450   

22，491   

36，010   

64，760   

56，049  

170，571   

80，972   

95，082   

400，258  

1，436，179  

冶  
燃  
電  
機  
化  

15，893  

13，566  

13，874  

63，459  

18，465  

13，122   

7，324  

13，408  

23，503  

13，281  

37，022  

22，702  

23，873  

88，448  

222，452  

19，816  

17，345  

17，712  

91，193  

23，422  

19，995  

8，455  

17，791  

27，853  

19，621  

45，575  

24，382  

30，996  

22，157  

21，923  

29，645  

117，338  

32，781  

23，489  

12，081  

21，128  

37，605  

16，334  

76，105  

31，439  

45，747  

金
料
力
作
学
紙
ス
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ー
フ
 
 

・
 
 

6，387  

6，208  

710  

21，523  

11，169  

6，836  

2，580  

9，928  

13，954  

5，732  

11，962  

22，639  

14，891  

29，990  

55，390  

11，720  

11，883   

9，914  

45，675  

12，942   

9，942   

5，830  

11，086  

19，484   

9，825  

28，937  

22，110  

20，600  

69，006  

158，376  

械
 
 木 材  

建設資材  
織 物・衣 服  
食  品  
そ の他工業  
建  設  
農  業  
運  輸  
面  栗  
そ の他部門  1∴J、；∴：‥∴、  
A   計【219・89914軋叫 590，392795・395ll，182・76611・976，563L3灘099  

図1d アメリカの粗付加価値額構成比  

ー運輸・・…燃料 ‥機械製作－－その他部門  

建設，農業，その他の部門である．ここでは，  

サービス部門を含む「その他の部門」の投入係  

数が低下傾向にあるというだけでなく，その絶  

対値が0．008と非常に小さいことが注目され  

る．このことほ，総生産，粗付加価値ともにそ  

の割合を着実に上昇させているこの部門の活動  

がほとんど輸送需要を波及させないことを意味  

し，輸送需要の伸びの停滞の大きな原因になっ  

ているといえよう．「運輸部門からの総投入係  

数」に関しては，投入係数のそれとほぼ対応し   

に重工業が高く，軽工業が低いという関係はな  

く冶金，化学，燃札 木材・製紙，建設資材ガ  

ラスならびに運輸内部からの投入が高いという  

ことを特徴としている．また，ソ連のグラフの  

高さと比較すると，全体的にアメリカの各産業  

の方が低く，運賃コストが相対的に安くなって  

いることが分かる．1947年から77年までの推移  

をみてみると，投入係数が傾向的に上昇してい  

るのは，商業，運輸部門ぐらいであり，逆に傾  

向的に低下しているのが，冶金，燃料，食軋  



ソ迎・アメリカ経済の運輸部門の比膜分析  

運輸部門からの投入係数  運輸部門への投入係数  

ア メ リ カ  部 門 名   1947119581196311967119721977  1947【19581963196711972ト1977  

0．0420．036  冶  金  
i  料  
電  力  
機 械 製 作  
化  
木 材・製 紙  
建設資材ガラス  

品  
織 物・衣 服 食      そ の他工業  

0．046】0．042   

0・035O・022  
0．0120．021  

0■028戸0・024  

建  
於  
運  
画  
そ の  

設  
業  
輪  
業  」‥：∴  

0．00鋸0．013 0．018 0．008  他部門0．0630．147  

表け  

運輸部門からの総投入係数  ‾ 
蒜ill蒜l 

運輸部門への給投入係数  ア メ リ  

部 門 名   1958196311967【197211977  

冶  金  
燃  料  
電  力  
機 械 製 作  
化  
木 材・製 紙  
建設資材ガラス  
織 物・衣 月艮  
食  品  
そ の他工業  
建  
農  業  
運  輸  
面  業  
その他部門  

ており，運輸，商業が上昇し，冶金，燃料，食  

品が低下するという傾向がみられるが，農業と  

建設が若干上下している点は異なっている（表  

17）．   

「運輸部門への投入係数」については，投入  

係数の高い部門は，燃料，機械製作，建設，運  

輸，商業，その他の部門に集中していること  

が，図17よりよみとれる．産業連関表の作成方  

法の違いから，ソ連では建設，商業，その他の  

部門がゼロかゼロにほとんど近い数字になるの  
で，それを除けば，集中している部門としては  

燃料，機械製作がソ連と同様高いが，アメリカ  

では化学と電力の割合が低くなっている．つぎ  

に，その推移をみると，電力，機械製作，運輸  

の投入係数：が傾向的に上昇し，また燃料も72年  

から77年にかけて倍増している．冶金，食品  

は，一貫して投入係数を低下させており，建設  

は，72年を墳に低下から上昇している．その他   
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図17 アメリカ 運輸部門への投入  
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図18 中間需要比率と中間投入比率  
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図19 アメリカの中間投入・中間需要比率  
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の部門ほ，58年に上昇したがそれ以降傾向的に  

投入係数は低下している．「運輸部門への総投  

入係数」に関しては，その構造は投入係数のそ  

れとほぼ同じであるが，燃料部門の77年の総投  

入係数が極端に大きくなっているのが目立つ．  

これほ，運輸活動から波及する輸送コストのう  

ち燃料費が非常に大きくなっていることを示す  

が，オイルショック以降の石油を始めとする燃  

料コストの上昇が運輸部門に与えた影響の大き  

さがあらわれている．  

（む運輸部門の構造的位置   

アメリカの1977年表にもとづく中間投入比率  

と中間需要比率をみたのが図18である．これに  

よれば運輸部門は唯一第Ⅰ象限に位置し，中間  

財基礎産業型の代表となっている．この点はソ  

連と類似しているが，その位置はアメリカの場   
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図20 影響力係数と感応度係数  

アメリカ 1977  

感
応
度
係
数
 
 

影響力係数  

合よりグラフの中心に近く，中間財産業そして  

基礎産業としての性格ほソ連より弱くなってい  
る．また，全体白勺な産業の配置の構造はソ連の  

ものとほぼ相似であるといってよいが，内生部  

門が物的生産に限られているソ連のはうが，中  

間需要比率に関しては上方にシフトした形にな  
っている．次にその推移を囲19よりみると，ま  

ず中間投入比率に関しては，63年を例外に上昇  

しており，81年には0．52まで高まっている．こ  

のことはアメリカの場合，運輸生産に占める賃  

金コストや資本設備費などの割合が相対的に減  

少し，中間原材料費の割合が増えて製造業型に  

移行していることを示している．中間需要比率  

については，58年，63年と上昇したが，67年，  

72年と低下し，それ以降は0．58から0．59の間で  

安定しており，中間財産業としての性格を保持  

している．   

次に，Rasmussen係数についてみてみると，  

図20より明らかに，アメリカの運輸部門は第Ⅲ  

象限に位置しており，影響力係数，感応度係数  

ともに小さい産業になっているが，ソ連と比べ  

ると，感応度係数が低くくなっている点が注月  

される．グラフ全体の構造をソ連と比較して象  

限毎の産業配置をみてみると，冶金，機械製  

作，化学，木材・製紙，食品，その他工業，建  

設，商業の8つの部門が同じ位置を占めてお  

り，頬似性は高いといえよう．   

次に，その推移をみてみると影響力係数は，  

47年までは低下しているが，それ以降は63年を  

除いて上昇を示しており，他の産業への波及効  

果の大きい製造業型の性格を強めていることが  
このことからも指摘することができる（図21）．  

感応度係数に関しては，39年までは1．1から1．2  

と大きかったが，47年に0．93に低下して以降は  

小幅に変動しているもの0．9前後でおちついて  

いる．  

5．ストック構造からみたソ連とアメリカ  

の運輸部門  

前節では，産業連関表によりながら両国の運  

輸部門の特徴を分析した．産業連関表では，産  

業の構造連関は経常取引のフローにもとづいて  
把捉される．ところが，各産業の生産過程にお  

いては，それを支える国定資本ストックが重要  

な役割を果しているが，この点は産業連関分析  

で解明することはできない．特に，運輸産業は   
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図21影響力係数と感応度係数  

アメリカ 1919－1977  

他の産業と比べると，鉄道や道路といった大量  

の固定資本を必要としており，この側面の分析  

をすることは運輸活動の特徴をみる上で欠かす  
ことのできない視点である．そこで，本節では  

ソ連とアメリカの固定資本ストッグ（フォンド）  

の動向を分析する．分析にあたってほ，ストッ  

クだけでなく，ストッグとフローを結びつける  

ものとして投資の構造とその推移を検討するこ  
とが重要であり，そのことにより更新投資（除  

却）や新投資の動きから固定資本の年齢構成と  

かその老朽化といった分析が可能となるが，本  

稿では，そのための基礎作業として固定資本ス  

トックの動向を中心に検討する．  

（り ソ連の運輸部門   

ソ連の統計では，社会的分業体系を構成する  

各部門に属しそれぞれの活動のなかで持続的な  
役割を果している労働手段を「固定フォンド」  
とよぴ，次の2つに分類している．すなわち，  

生産過程に属し労働手段の加工にあたり労働力  
を助ける労働手段ならびに流通過程に存在し生  
産物の実現に奉仕する手段としての「生産的固  
定フォンド」と，一般行政，金融・信用などの  

社会的上部構造を支える労働手段としての「不  

生産的固定フォンド」（住宅など家計資産を含  

む）の2つである．この区別の根拠は，周知の  

ように生産的労働論にもとづいて次のように説  
明される．物質的生産分野で機能する労働は，  

労働手段と労働対象の価値を生産物に移転し同  
時に自らの価値を付加するが，社会の上部構造  

における労働は本質的にサービスであり価値の  
形成を行わず，この分野の労働手段の価値は移  

転することはないからである．このような分類  

は，生産的固定フォンドが国民経済の生産力の  

物的構成要素を示し，不生産的固定フォンドが  

国民の生活水準を示しうるというメリットを有  

しており，資本主義経済の分析でも有用な視点  

である11）．   

ソ連の国定フォンドに関する統計は，1959年  

末の残高を示す数字が公表されて以降ほぼ毎年  
発表されているが，それにもとづいて作成した  

11）このような視点で，ハーシュマンらの社会的  
間接資本の規定を批判したのが，宮本［1976〕であ  
る．しかしながら，この区分も現実的には無理がで  
てくることが指摘されており，たとえば，道路なと  
消費分野でも利用される共同労働手段が存在するが  
これをとのように扱うかという問題である（野村  
［1975〕，106ページ）．   
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費18 ソ連経済の固定フォンド  

1）毅初の2行の1959年と1965年は，1955年価格表示であり，それ以降は，1973年価格表示である．  

2）フォンドの評価は，年末である．  
3）生産国民所得と運輸部門所得は，1973年価格表示である．  
［出所〕『ソ連国民経済統計集』  

図22 固定フォこ／ドと国民所得の推移  

ソ連1965－84  

196519701975197619771978197919801981198219831984  

単位：100億ルーブル  
ーフォンド臨調・…・生産的・・不生産的 －一国民所得  

のが表18である．ソ連の統計集では固定フォン  推移をみてみると固定フォンドは一貫して生産  

ドの推計方法は明示的に説明されていないが，   国民所得より高い率で伸びており，そのなかで  

価格評価については1965年以降は1973年価格に  も特に生産的固定フォンドの伸びの大きいこと  

よる実質系列である．図22によりながら全体の  が分かる．ここで，フォンドと同じ1973年価格   
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図23 ソ連の固定フォンドの産業別構成  

運輸通倍（13．6％）  

1980  

運輸通信（1ユ．1％）  

1965  

運輸通付（13．6グ≦）  

1gB4  

運輸通信（13．8％）  

運輸通信（13．7％）   

比はほぼ安定している．運輸部門の構成比がほ  

ぼ一定であるということは，この部門の固定フ  

ォンド形成が生産的固定フォンドと同じ高い率  
で行われたことを意味するが，先の資本産出高  

比率の動向をみれば分かるように，この伸びが  

運輸活動の生産増加に結びついていないという  
問題を持っていることになる．この原因として  

は，固定フォンドの量的な拡大は確かに着実に  

進んでいるが，たとえば鉄道では，老朽化した  

レールや貨車が今なお多く用いられていると  
か，旧式の輸送設備が現在でも多く生産されて  

いるということが指摘されているように12），フ  

ォンドの補修や技術的再装備が巧く進んでおら  

運輸通佃（13．6％）   

で評価した生産国民所得との比（資本産出高比  

率，資本係数の逆数）をとってみると，経済全  

体でもまた運輸部門でも上昇傾向にあるという  
ことにも反映されている．この点は，資本生産  

性の低下ということと同じであり，労働生産性  

の低下ないし停滞ということとあわせて運輸に  
限らないソ連経済全体の問題として論じられて  
いる．   

次に，図23により産業別の生産固定フォンド  

の構成比をみてみると，運輸（通信）部門は，  

1959年以降13％台で安定していることが分か  

る．その他では，鉱工業と建設部門が一貫して  

その構成比を上昇させ，不生産的固定フォンド  

が逆に低下させており，それ以外の部門の構成  12）ソ連東欧貿易会［1985〕16－18ページ．   
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表19 粗固定資本ストック  

1）1972年価格による実質表示で，年末値である．  
2）国民総生産は，1982年価格である．  
［出所］Gormanetal．〔1985〕  

図24 固定資本と国民総生産の推移  

アメリカ 1947－81  

1947   1953   1958   1963   1967   1972   1977   1981  

単位：100億ドル  

一国走資本計 ▼…・非居住・‥居住 一一国民総生産  

ては除却控除していくことにより年々の粗資本  

ストックを推計する方法である．表19が，アメ  

リカの民間の粗資本ストッグの構造とその推移  

をみたものである．図24により，全体的な動向  

をみてみると，固定資本ストッグと国民総生産  

は1972年まではほぼ同じ伸びを示していたが，  

77年以降ほ国定資本ストッグの伸びがより高く  

なっていることが分かる．両者の価格評価が異  

なっているので厳密な断定はできないが，この   

ず，固定フォンドの質的向上が十分でないとい  

うことを考えておく必要がある．  

（2）アメリカの運輸部門   

アメリカの固定資本ストックの推計は商務省  

で行われているが，その推計に用いられている  

のはPI法（PerpetualInventoryMethod：恒久  

棚卸法）である．これは，過去の投資額を価格  

デフレータにより実質化し，これを毎年積み上  

げていくとともに，耐用年数を経た資産につい  
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図25 アメリカの粗固定資本ストックの産業別構成  
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1981  
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表20 アメリカにおける建設投資額（取付ベース）の推移   

（実例価格 肘立100万ドル）  

1915】19201925193011935194019451950195519601965  

51，71752，171【169，981  建設投資総額  
民 間 部 門   
鉄  道   
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建  築  物  

教 育：施 設  
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工  場  
住 宅・再開発  
そ  の  他   

道 路・街 路   
国土保全・開発   
軍 事 施 設   
下  水  道   
上  水  道   
その他施設  
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19701197519771197811979198011981119821198311984  

建設投資総額  
民 間 部 門   
鉄  道   
石油パイプライン  

公 共 部 門   
建  築  物  
教 育 施 設  
病  院  
工  場  
住 宅・再開発  
そ  の  他   

道 路・街 路   
国土保全・開発   
軍 事 権 設   
下  水  道   
上  水  道   
その他施設  

153，626170，8691191，225  167，6181152，198】173，3951181，987  

122，246■120，089137，5341156，095  141，171   

1，060  

472  

40，816  

13，550   

5，569  

‥ 
－ 

・：‥ 
； 

…言…1≡；；  

57．539 12，540 5，432  
35，141 1 
1，515  

4，361  

∴：：：∵∵∴∵∴．∴  

3，804 3，267 3，073L 3，031  

1）価格評価については，1915年から45年までは47－49年の平均価格，50年から60年までは57－59年の平均価   
格，65年から84年までは77年価格である．  

2）＊＊は，欠損値を示す．なお，1930－1945年の下水道には，上水道が含まれる．  
［出所コ US Department of Commerce，StatisticalAbslruct〆the U．S．，1956，1960，1970，1981，1986・  

でみた運輸部門の付加価値の構成比の低下より  

いっそう大きくなっている．アメリカの通常の  

統計では，運輸は通信と電気ガスなとの公益事  

業と統合されているので，その部門分けでみる  

と47年の38．5％から81年の29．7％と，その低下  

の幅は小さくなり，余り目立たない．しかし，  

その内部の動向はまったく対照的な動きを示し  

ており，通信部門が着実にその比重を高めてい   

ことはアメリカ経済の資本生産性が近年低下傾  
向にあることを示している．また．固定資本ス  

トッグの中では，非居住部分の伸びが1967年以  

降居住部分を上回っていることが注目される．   

次に，非居住粗資本ストックの産業別構成比  

の推移をみたのが園25である，これより，運輸  

部門が，1947年以降一貫して構成比を低下させ  

ていることが明らかになる．この低下は，前節  
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図2‘建設投資（取付ベース）の構成比  

アメ1」カ 1915－1984  

（1987．9）  

152025303540455055606570757778798081828384  

一公共部門・・…道路・街路 …鉄道  

ーディール期にその割合を急増し，戦争中一時  

低下したが，60年代に再び持直したものの，70  

年代以降傾向的に低下していることが分かる．  

次に，運輸関係の建設をみてみると，鉄道は戦  

後急速に建設の割合が低下してきたが，80年代  

に入ってから政府の補助もあってやや回復傾向  

にある．石油パイプラインは，オイルショック  

以後の70年代後半に大きく建設されたが，その  

後は急速に低下している．道路は，1915年より  

重要な建設事業であり，その動向はほぼ公共投  

資の動きにそっている．図27は，公共分野の建  

設の構成上ほとったものであるが，公共投資に  

占める道路建設の重要性がよりはっきりでたも  

のになっている．これは，政府の積極的な道路  

政策によるもので，戦後でほ1956年の連邦補助  

道路幹線法により州際高速幹線道魔の建設が増  

進された．しかしながら，1970年代以降道路建  

設は急速に減少し始めた．構成比では80年代に  

なってかなり回復しているようであるが，絶対  

額でみるとその伸びは小さい（図28）．これは，  

1970年代に入いり，政府の予算の伸びが停滞し  

たこと，社会保障費が上昇したこと，さらには  

レーガン政策に代表される「ノJ＼さな政府論」な  

どの影響で政府の公共投資が圧縮されたのが主  

な原因である．このことにより，1980年前後か   

ることが注目される．通信もまた，運輸と同  

様，社会的一般的生産条件としての性格を強く  

もった部門であり，高度情報化社会の進展に伴  

ってよりいっそう重要な役割をはたすことが考  
えられ，この通信関連の資本ストックの形成が  

今後の社会資本ストックのなかで中心になるよ  

うに思われる．   

この道輪郭門の資本ストッグの低下は民間分  

野におけるものであるが，はじめに述べたよう  

に，運輸関連の資本ストッグとしては，道路，  

港湾，空港などの政府による公的な資本ストッ  

クについても触れる必要がある．しかし，アメ  

リカの統計では，政府所有の固定資本ストック  

の機能別の数字は，筆者の知る限り公表されて  

いないので，ここでほストックの増分となる新  

規建設投資の統計を用いながら，政府部門（連  

邦，州・地方政府）の公共投資の動向を検討す  

る13）．   

表20ほ，1915年から84年までの取り付けベー  

スで捉らえた建設投資額（実質）の構成と推移  

を示したものである．図26により，その全体的  

な動向をみると公共部門としては，戦前のニュ  

13）日本については，道路を中心とした政府所有  
の運輸肇本ストッグの推計が，生活関連型社会資本  
ストッグの推計とともに行なわれている．経済企画  
庁総合企画局編〔1986〕．  
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図27 公共建設事業の内訳  

アメリカ 1915－1984  

152025303540455055606570757778798081828384   

一道路・街路・＝・国土保全・開発・・教育施設 －一上下水道  

図28 運輸関係建設投資（取付ベース）の推移  

アメリカ 1970－1984  
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－ 鉄道・・＝石油パイプライン… 道路・街路  

らアメリカ全土で道路や橋梁の欠陥が指摘され  
るようになり，最近はやや道路建設が回復して  

いるもののその荒廃は改善されていない14）．ま  

た，公共建設のその他の項目をみると，1975年  

以降教育施設や病院，上下水道なとも低下して  

おり，この分野でも施設の老朽化が問題となっ  

ており，運輸関連も含めて社会資本全体の荒廃  

の問題として論じられている15）．この点は，市  
14）1984年現在，アメリカ全土の新装道路320万  

キロメートレのうち，10．5％にあたる34万キロメー  
トルが，「悪い」か「極めて悪い」状態になってい  
る．州際高速道路の10％（6，400キロメートル）ほ，  
すでに設計寿命を越えており直ちに再補修を必要と  
している．また，道路橋の23．9％にあたる13万  
6，000楕が「構造的な欠陥橋」であると推定されて  

いる（AGC〔1985］．和田窓昌訳『3兆ドルのアメ  
リカ再生策』8986年，44－45ぺ－ジ）．  
15）Choate，Walter［1981］（岡野行男監訳『荒  

廃するアメリカ』1982年）   
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場システムにおける「公共財」供給メカニズム  
の作動の問題として理論的に検討すべき点であ  
ろう．  

6．まとめに代えて  

これまでみてきたように，ソ連，アメリカ両  

国の運輸部門には，いくつかの共通する性格が  

みられる．貨物輸送全体の変動傾向，ソ連では  

自動車の割合が低いものの鉄道とパイプライン  
の比重が高い輸送機関別貨物輸送分担率の構  
造，中間投入比率と中間需要比率平面での運輸  

部門の位置など，比較的類似点が多く存在して  

いる．これは，運輸活動を行うための様式自体  

ほ社会形態のいかんにかかわらず，多くは違わ  

ないということのほかに，両国の国土が広大で  

あることも，たとえば長距離輸送にメリットを  

有する鉄道が重視されるというように，類似性  

の要因になっていると考えられる．   

しかし，経済的な（価値的な）タームでの動  

向はかなり異なっている．アメリカでは，運輸  

部門のフローの生産もまたストッグの面からも  
経済全体における比重を傾向的に低下させてお  
り，今後の経済の成熟化の進展が，サービス部  

門からの波及の少ない運輸部門の役割を小さい  
ものにしていくことが考えられる．一方，ソ連  

では，運輸部門の位置はフロー面でもストック  

面でも一定の役割を果たしてきているが，80年  

代に入ってからの鉄道を中心とする輸送の停滞  
ということ，また現在のゴルバチョフの高蓄積  

・高成長の戦略をも併せて考えると，運輸の位  

置付けが十分であるとはいいがたい．特に，機  

械製作，燃料など輸送活動への需要を多くもた  

らす部門が中長期計画の戦略的役割を担ってい  
るだけに，今後運輸部門の生産と生産能力を高  

める必要があるように思われる16）．   

本稿では，統計データを用いて運輸部門の特  

徴をみてきたわけだが，ここから次のような比  

較体制論的な理論問題が浮び上がってくる．す  

なわち，市場システムと計画システムにおける  

「社会的一般的労働手段」の供給メカニズムの  
比較という問題である．アメリカの場合，運輸  

部門の縮小や1970年代後半以降の公共投資の縮  

小・停滞は，長期的には経済の基礎的な構造が  

弱体化するという重大問題を含んでおり，この  

ような現実を理論的にとのように説明し，評価  

するのかという問題である．また，この問題は  

社会主義経済でも一つの問題を形成する．いう  

までもなく，社会主義経済ではその所有制度か  

らみれば殆どが「公共財」であり社会性を有し  
ているが，経営的観点からみると，個別生産単  

位は独立した生産過程を担い独自の利害関係を  
持つ．したがって，自己の占有する生産手段と  

道路などの共同的生産手段とは異なった対応を  
示すことになり，その供給は中央計画機関の独  

自の決定に任せられるが，それをどのようなメ  

カニズムで決定するのかという問題である，さ  

らに，社会的性格の強い運輸・通信部門が純粋  

に独立採算で行われるとすると，国民経済全体  

のニーズにみあう十分な運輸サービスを提供で  
きないということは先進資本主義国の例をみて  
も明らかであり，現在のソ連・東欧・中国にお  

ける企業自主権の確立という理念と社会的一般  
的生産条件となる部門の「社会性または公共  
性」の重視という理念をどのように整合的に考  
えるのかといった点は計画メカニズムを考える  
上で重要な問題となるであろう．  

（横浜国立大学経済学部助教授）  
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付表1．ソ連産業連関表部門分類（トレムルグループ再構成表）  

［1959］  l  ［1966］  】  ［1972］  】  ［1977コ  

1 鉄鉱石  

2 鉄  

3 非鉄鉱石  

4 非鉄金属  
5 コークス  

6 耐火材料  

7 工業用金属製品  

8 石炭  

9 原油  

10 石油精製  

11 ガス  

12 泥炭  

13 オイルシェール  

14 電力・スチーム  

15 動力機械  
1（S 電気機械  

17 ケーブル  

18 金属切削・木工機械  
19 鍛造・プレス設備  

20 鋳造設備  

21器具  

22 生産用精密機器  

23 文化・日用精密機器  

24 鉱業用設備  
25 ポンプ・化学装置  

26 木材・製紙工業用設備  

27 軽工業用設備  

28 食品工業用設備  

29 印刷工実用設備  

30 昇降・輸送設備  

31建設・道路工事用設備  

32 建設資材工業用設備  

33 輸送機械  

34 自動車  

35 トラクター・農業機械  

36 軸受  

37 エレクトロニクス  

38 衛生設備  

39 その他金属製晶  

40 金属製構造物  

41設備修理  

42 研磨材■雲母・黒鉛  

43 鉱物化学  
44 その他化学  

45 木材供給  

1 鉄鉱石  
2 鉄■  

3 非鉄鉱石  

4 非鉄金属  
5 コークス  

6 耐火材科  

7 工業用金属製晶  

8 石炭  

9 原油  

10 石油精製  
11 ガス  

12 泥炭  

13 オイルシェール  

14 電力・スチーム  

15 動力機械  

16 電気機械  
17 ケーブル  

18 金属切削・木工機械  

1g 鍛造・プレス設備  

20 鋳造設備  

21器具  
22 精密機器  

23 鉱業用設備  

24 ポンプ・化学装置  

25 木材・製紙工業用設備  

26 軽工業用設備  

27 食品工業用設備  

28 印刷工薬用設備  

29 昇降・輸送設備  

30 建設・道路工事用設備  

31建設資材工業用設備  

32 輸送機械  

33 自動車  

34 トラクター・虚業機械  

35 軸受  

36 エレクトロニクス  

37 衛生設備  

38 その他金属製品  

39 金属製構造物  
40 設備修理  

41研磨材・雲母・黒鉛  

42 鉱物化学  

43 基礎化学  
44 アニリン・染料  

45合成樹脂・プラスチック  

1 冶金 鉱石  
2  コークス  

3 耐火材料  

4 生産用金属製晶  
5 石炭  

6 原油  

7 石油精製  

8 ガス  

9 泥炭  
10 オイルシエール  

11電力・スチーム  

12 動力機械  

13 電気機械  

14 ケーブル  

15 金属切削・木工機械  
16 鍛造・プレス設備  

17 鋳造設備  

18 器具  

19 精密機器  

20 鉱業用設備  
21ポンプ・化学装置  

22 木材・紙パ工業用設備  

23 軽工業用設備  

24 食品・飼料工業用設備  

25 印刷工薬用設備  

26 昇降・輸送設備  

27 建設・道路工事用設備  

28 建設資材工業用設備  

29 輸送機械  

30 自動車  

31トラクター・農業機械  

32 軸受  
33 エレクトロニクス  

34 衛生設備  

35 その他金属製晶  

36 金属製構造物  

37 設備修理  

38 人造ダイヤ・研磨材  
39 鉱物化学  

40 碁l酎ヒ学  

41合成染料  

42合成樹脂・プラスチック  

43 化学繊維  
44 合成ゴム  

45 有機合成製品  

1 冶金  

2 燃料  

3 電力  

4 機械製作  

5 化学  

6 木材・製紙  
7 建設資材  

8 ガラス・陶滋器  

9 織物・衣服  

10 食品  

11その他工業  
12 建設  
13 農業  

14 運輸・通信  

15 商業・補給  

16 その他部門・林業   
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46 ラッカー。染料  

47 ゴム・石綿製品  

48 その他化学  

49 木材供給  

50 製材・木材加工  

51家具  

52 その他木材加工  
53 パルプ・製紙  
54 木材化学  

55 セメント  

56 コンクリート  

57 壁材  

58 石綿・セメント製品  

59 屋根用資材  

60 建設用陶磁器  

61その他建設資材  

62 ガラスt陶磁署旨  

63 綿織物  

64 綿織物  

65 毛織物  

66 麻織物  

67 メリヤス製品  

68 その他繊維製晶  

69 縫製品  

70 皮革・毛皮・靴  

71魚  

72 肉  

73 酪濃晶  

74 砂糖  
75 桔穀・穀粉  

76 パン類  

77 菓子  

78 食用油脂  

79 二果実・野菜  

80 その他食品  

81その他工業  

82 建設  

83 耕種農業  

84 畜産  

85 林業  

86 運輸・通信  

87 商業・補給  

88 その他物的生産   

46 製材・木材加工  

47 家具  

48 その他木材加工  
49 パルプ・製紙  

50 木材化学  
51建設資材  

52 ガラス・陶磁器  

53 組維製品  
54 縫製品  

55 その他軽工業  

56 魚  

57 肉  

58 酪農品  

59 砂糖  
60 精穀・穀粉・パン類  

61その他食品  

62 その他工業  

63 建設  

64 排極熱業  

65 畜産  

66 林業  

67 運輸・通信  

68 商業・補給  

69 その他物的生産  

46 化学繊維  

47 有機合成製品  

48 ラッカー・塗料  

49 ゴム・石綿製品  

50 その他化学  

51木材供給  

52 製材・木材加工  

53 家具  

54 その他木材加工  
55 パルプ・製紙  

56 木材化学  

57 建設資材  

58 ガラス・陶磁音詩  

59 繊社製晶  

60 縫製品  

61皮革・毛皮・靴  

62 魚  

63 肉  

64 酪鰻晶  

65 砂糖  
66 精穀・穀粉りくン類  

67 その他食品  

68 その他工業  

69 建設  
70 耕柾幾業  

71畜産  
72 林業  

73 運輸・通信  

74 商業・補給  

75 その他物的生産  
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付表2．アメリカ合衆国産業連関表の部門分類  

1963年1967年11972／77／飢年  1947年  1   1958年  

1農・漁業  

2 食料品・類似製品  
3 タバコ製品  

4 織物製品  

5 衣料  
6 製材・木製晶  

7 家具・備品  

8 紙・紙製品  

9 印刷・出版  

10 化学  
11石油・石炭製品  

12 ゴム製晶  

13 皮革・皮革製晶  
14 土石・窯業・ガラス製品  

15 鉄・鉄鋼  

16 非鉄金属  

17 鉛管・熱供給  

18 建築用加工金属製晶  

19 その他の加工金属製晶  

20 農業・鉱業・建設機械  

21金属機械  

22 その他の非電気機械  

23 モータ・発電機  

24 ラジオ  

25 その他の′宅気機械  

26 自動車  
27 その他の輸送機器  
28 精密・科学・光学器具  

29 その他の製造業  

30 石炭・ガス・電力  

31鉄道輸送  

32 海上輸送  

33 その他の輸送  

3乍 商業  

35 通信  

36 金融・保険  

37 賃貸料  

38 事業所サービス  

39 個人サービス・修理サ   

・－ビス  

40 医療・教育・非営利団体  

41娯楽  

42 層・その他の産業  

43 未配分  

44 飲食店  

1 牧畜畜産  

2 その他農産物  

3 林業水産  

4 農林水産サービス  

5 鉄鉱石  

6 非鉄金属鉱石  

7 石炭  

8 原油天然ガス  

9 窯業土石原料  

10 その他非金属鉱業  

11新建設  

12 建設補修  

13 軍需品  
14・食料品  

15 タバコ  

16 繊維紡椅  

17 その他織物敷物  

18 衣服  
19 その他化学故紙  

20 製材木製品  

21木製容器  

22 家庭用家具  

23 その他家具備品  

24 紙・紙製品  

25 紙製容器  

26 印刷・出版  

27 化学製品  

28 合成樹脂  
29 医薬衛生晶  

30 塗料  

31石油精製  

32 ゴム製品  

33 皮革  

34 履物  

35 ガラス  

36 窯業土石製品  

37 鉄鋼一次製品  

38 非鉄金属一次製品  

39 金属容器  

40 建築用金属製晶  

41金属加工部晶  

42 その他金属製晶  

43 原動機   

真に同じ  左に同じ  左に同じ  

44 腰一業機械  県業庭園用機械  左に同じ  左に同じ   
45 鉱山土木建設機種  鉱山建設機械   



第94号  

1947年 195纏 い963年l1967年11972／77／81年  

45 新建設・補償  

46 在庫変動  

47 外国（輸入）  

48 政府  

49 民間粗資本形成  
50 家計  

械
械
械
織
 
 

機
機
機
械
 
 

理
工
業
業
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0
0
 
9
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左に同じ  左に同じ  左に同じ  

50 民生用機械器具 左に同じ1左に同じ1その他機種（電気機械除く）  

51事務機械  
52 サービス産業機械  

53 重電機器  

54 家電機器  

55 照明電線設備  

56 ラジオテレビ類  

57 電子部晶  

58 その他電気機器  
59 自動車  

60 航空機  

61その他輸送機械  
62 精密機械  

63 光学器相  
64 その他製造業  

65 運輸  

66 通信  

67 ラジオテレビ放送  

68 電力・ガス・水道  

69 商業  

70 金融保険  

71不動産賃貸料  

72 宿泊サービス  

73 対事業所サービス  

左に同じ  左に同じ  左に同じ   

74 研究開発  l削除 1削除 l飲食店  

75 自動車修理  
76 娯楽サービス  

77 医療教育非営利団体  

78 連邦政府企業  

79 州地方政府企業  

80a非競争輸入  

左に同じ  左に同じ  左に同じ  

80b競争輸入  

81出張旅費贈答品  

82 事務用晶  

左に同じ   左に同じ  
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